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〇平成 26 年度の支援・研修センター37)  

平成 26 年 4 月 1 日の組織改正により、支援・研修センターは 6 つの部門組織のひとつである安

全研究・防災支援部門に属することとなった。これ以前は発足以来本部組織であり、組織改正前

は事業推進部門のひとつであった。なお、組織改正後も支援・研修センターは拠点としては本部

に属している。企画管理課、調査研究課、原子力防災研修課、福井支所の 4 課制であった。 

平成 26 年度の原子力総合防災訓練が石川県等にて 11 月 2 日、3 日に実施され、支援・研修セ

ンターからは指名専門家を含め 36 名が対応した。地方公共団体等が実施する訓練としては、福井

県、鳥取県、石川県（プレ訓練）、北海道、宮城県及び静岡県の訓練に参加し、防災体制の強化を

支援した。また、国際的な原子力緊急事態の演習として、9 月 3 日（日本時間）に IAEA の ConvEx-

2b 演習に参加した。 

施設設備の改修についても実施した。報道モニタシステムは導入から 12 年が経ち、機器の老朽

化やメーカー・サポートが切れていたことから、システムを一括更新し再整備した。また、「オフ

サイトセンターに係る設備等の要件に関するガイドライン（平成 24 年 9 月内閣府）」が示された

ことから、原子力緊急時の拠点となる支援棟にて陽圧化工事を行った。センター長室を機械室に

改め、非常用給気フィルターや支援棟 2 階への給気ダクトを設置して、支援棟 2 階を陽圧化し、

緊急時に汚染された外気の吸入を防げるよう建屋を改修した。 

さらに、平成 26 年は ANSN の活動に参加した年である。「原子力・放射線緊急事態後の長期的対

応」をテーマにしたアジア・太平洋地域のワークショップが 6 月 9日～11 日にマレーシアのデン

キルで開催され、計 28 名が参加した。また、同月、同都市にて第 9回防災・緊急時対応専門部会

（EPRTG）年会、11 月に IAEA にて第 2 回基盤整備管理会議及び第 20 回 ANSN 運営会議が開催され

た。 

 

 

  

JAEA-Review 2021-039 

- 84 - 

〇平成 25 年度の支援・研修センター36) 

 平成 25 年度においては、原子力機構の年度計画に基づき、以下の業務を推進した。 

(1) 国、地方公共団体等との連携を図った指定公共機関としての技術支援活動  

 専門家として国及び地方公共団体等が行う防災基本計画の修正、地域防災計画の修正等につい

て住民防護の視点に立った緊急時モニタリング、広域避難計画等の対応環境整備に関する技術的

な支援及び関係機関等の検討会等に参画し専門家として提言、助言を行った。また、新たな原子

力防災対応体制における指定公共機関としての確実かつ実効的な対応体制等の構築に取り組んだ。

これらの対応により国及び地方公共団体等が行う新たな原子力防災対応の基盤強化に向け、専門

家として技術的な支援を行った。 

 

(2) 国、地方公共団体等の原子力防災関係者の人材育成及び研修・訓練 

 原子力災害対応に当たる人材の育成が重要であるとの認識の下、国、地方公共団体及び防災関

係機関が行う教育・研修の計画及び実施に積極的に協力するとともに、福島第一原発事故に伴う

支援活動の経験を踏まえた新たな放射線防護研修を開設する等、原子力防災関係者の原子力災害

対応能力の向上及び新たな原子力防災対応体制の基盤強化につながる人材育成への取組みを着実

に進めた（総受講者数 1,693 名）。また、緊急時に、より確実かつ適切な人的・技術的支援活動が

行うために、原子力機構内専門家の教育、訓練を実施し、危機管理意識の維持、向上に努めた（総

受講者数 841 名）。 

 国、地方公共団体が企画実施する原子力防災訓練に協力するとともに、原子力防災の専門家と

して緊急時モニタリング活動等について、それぞれの地域の特性を踏まえた防災対応基盤の強化

につながる提言、助言を行い、原子力災害対応能力の向上及び地方公共団体としての地域住民の

安全確保のための取組みを支援した。また、原子力災害時等に指定公共機関としての役割を確実

かつ実効的に果たすため、関係機関との連携強化に取り組んだ。 

 

(3) 原子力防災に係る調査・研究の実施及び情報発信 

 原子力災害対策（武力攻撃事態等含む）の技術支援組織としての役割を果たす調査研究を行う

とともに、定期的な情報発信による新たな原子力防災体制の理解促進に努め、国及び地方公共団

体が行う原子力防災対策の強化、向上に貢献するよう取り組んだ。 

 

(4) 国際機関と連携を図ったアジア諸国への原子力防災に係る国際貢献 

 IAEA の進める RANET の下で実施された訓練に参加するとともに、ANSN の原子力防災に係る活動

を通じて、アジア地域の原子力災害対応基盤整備に貢献した。  
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〇平成 27 年度の支援・研修センター38)  

第 3 期中長期目標期間がスタートした平成 27 年度の原子力総合防災訓練が愛媛県等にて 11 月

8 日、9 日に実施され、支援・研修センターからは指名専門家を含め総勢 44 名が対応した。地方

公共団体等が実施する訓練としては、福井県、愛媛県（プレ訓練）、北海道、宮城県及び福島県の

訓練に参加し、防災体制の強化を支援した。また、国際的な原子力緊急事態の演習として、12 月

15 日（日本時間）に IAEA の ConvEx-2c 演習に参加した。 

この年、緊急時のモニタリング体制を強化するために、支援・研修センターに「航空機モニタ

リング支援準備室」（現：航空機モニタリンググループ）を新設した。航空機モニタリングは有人

ヘリコプター内に測定器を取り付けて地表面からのγ線を測定する。平成 23 年に起きた福島第一

原発事故により周辺環境に放出された放射性物質の拡散状況を調べるために、原子力機構は航空

機モニタリングを継続し、経験を培ってきた。平成 27 年度から、航空機モニタリングを緊急時の

モニタリングのツールとして活用するために、全国の原子力発電所周辺において、事前に航空機

モニタリングを実施することとなった。その最初としてこの年は、九州電力株式会社川内原子力

発電所周辺において航空機モニタリングを実施した（写真 2-10）。 

 

 

写真 2-10 川内原子力発電所周辺の航空機モニタリングに使用したヘリコプター 
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〇平成 28 年度の支援・研修センター39) 

指定公共機関として、緊急時対応（通信設備及び防災資機材整備を含む）、緊急時対応要員への

研修、国等の原子力防災訓練への参画、航空機モニタリング支援及び国際協力等を平成 27 年度に

継続して実施した。 

原子力防災関係者人材育成への支援として、地方公共団体職員等の防災関係者を対象に原子力

防災等の知識・技能習得を目的とした実習を含む防災研修（計 50 回、受講者数：1,514 名）を実

施し、防災関係者の緊急時対応力の向上に寄与した。原子力機構従業員に対しては、外部から信

頼される原子力防災の専門家の育成を目的に、研修・訓練（指名専門家研修、原子力防災訓練参

加、緊急時通報訓練、緊急時特殊車両運転手の放射線防護研修、放射性物質拡散予測システム計

算演習等）を実施（計 58 回、参加者数：延べ 855 名）し、緊急時対応力の向上及び危機管理体制

の維持を図った。平成 28 年度は内閣府（原子力防災）から「緊急時対応要員トレーニングプログ

ラムの整備事業」を受託し、原子力施設緊急事態に際してマネジメント業務に従事する中核人材

（中央省庁の局長、統括官、審議官等クラス）を対象とした研修プログラムを整備し、研修を試

行した（2 月）。この事業を発展させ、平成 29 年度以降から令和 3 年度まで毎年、原子力災害対応

人材育成事業を内閣府から受託している。 

 国及び地方公共団体が行う原子力防災訓練にも参画し、実効性のある防災対策の構築に貢献し

た（国の原子力総合防災訓練（北海道）：11 月、高浜地域における内閣府・3 府県及び関西広域連

合合同：8 月、富山県：11 月、静岡県：2 月）。 

 平成 27 年度に続き IAEA の緊急時モニタリングに関する RANET ワークショップ（4月：福島県）

開催に協力し、国際人材育成にも貢献した。さらに、IAEA 主催の ConvEx-2b（6 月）に 14 名参加

し、原子力規制委員会から要請を受信し、要請対応への検討、回答を行った。また、IAEA/ANSN の

防災・緊急時対応専門部会のコーディネータを務め、ホスト国として地域ワークショップ及び年

会を開催（7月：日本）し、海外 9ヶ国から計 17 名の参加者を受け入れた。 

 9 月 9 日に実施された北朝鮮の地下核実験時には、原子力規制庁からの放射能影響を把握する

ための協力要請に即座に対応して体制を整備し、世界版緊急時環境線量情報予測システム

（WSPEEDI-Ⅱ）による大気拡散予測計算を 9月 9 日から 15 日まで毎日実施した。解析結果は、国

の放射能対策連絡会議の活動において、自衛隊機によるモニタリング飛行航路の判断材料等とし

て活用された（図 2-2）。 
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〇平成 27 年度の支援・研修センター38)  

第 3 期中長期目標期間がスタートした平成 27 年度の原子力総合防災訓練が愛媛県等にて 11 月

8 日、9 日に実施され、支援・研修センターからは指名専門家を含め総勢 44 名が対応した。地方

公共団体等が実施する訓練としては、福井県、愛媛県（プレ訓練）、北海道、宮城県及び福島県の

訓練に参加し、防災体制の強化を支援した。また、国際的な原子力緊急事態の演習として、12 月

15 日（日本時間）に IAEA の ConvEx-2c 演習に参加した。 

この年、緊急時のモニタリング体制を強化するために、支援・研修センターに「航空機モニタ

リング支援準備室」（現：航空機モニタリンググループ）を新設した。航空機モニタリングは有人

ヘリコプター内に測定器を取り付けて地表面からのγ線を測定する。平成 23 年に起きた福島第一

原発事故により周辺環境に放出された放射性物質の拡散状況を調べるために、原子力機構は航空

機モニタリングを継続し、経験を培ってきた。平成 27 年度から、航空機モニタリングを緊急時の

モニタリングのツールとして活用するために、全国の原子力発電所周辺において、事前に航空機

モニタリングを実施することとなった。その最初としてこの年は、九州電力株式会社川内原子力

発電所周辺において航空機モニタリングを実施した（写真 2-10）。 

 

 

写真 2-10 川内原子力発電所周辺の航空機モニタリングに使用したヘリコプター 
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図 2-2  9 月 10 日 9 時の地表面での I-131 の空気中濃度分布の計算結果 39) 

  

I-131 concentration at surface JST=2016-09-10_09h00m 
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〇平成 29 年度の支援・研修センター40) 

指定公共機関として、緊急時対応、緊急時対応要員への研修、国等の原子力防災訓練への参画、

航空機モニタリング支援及び国際協力等を継続した。 

平成 29 年度は、専門研修課と緊急時対応研究課を新設し、7 課室制となった（計画調整室、国

際情報課、緊急時対応研究課、基礎研修課、専門研修課、緊急時モニタリング課、福井支所）。専

門研修課は、内閣府による原子力防災研修事業の展開に応えるため、原子力機構以外の機関等が

実施する防災業務関係者研修、防災基礎研修、災害対応要員研修及び原子力災害現地対策本部図

上演習等に立ち会い、適切な助言等を行うことにより研修の改善に貢献した。また、原子力施設

の緊急事態に際して意思決定業務に従事する中核人材（官邸、原子力災害対策本部、原子力災害

現地対策本部等の活動要員）を対象とした研修、図上訓練を 5 回試行し、平成 30 年度以降の中核

人材育成研修の本格導入に向けカリキュラム等を整備した（内閣府受託事業）。緊急時対応研究課

は、事故影響評価モデルなどの手法を用いた支援を効果的に行うため、防護措置の技術基準に係

る情報を提供することにより、地方公共団体が進める防護対策の実効性向上に資する技術的支援

を実施した（内閣府受託事業）。また、福島第一原発事故原子力発電所 80km 圏内外の航空機モニ

タリングを継続した（原子力規制委員会受託事業）。 

国や地方公共団体が実施する訓練にも参加し、防災訓練の実施に貢献した（国の原子力総合防

災訓練（佐賀）：9 月、茨城県東海村：7 月、宮城県：11 月、北海道：2月、静岡県：2 月）。また、

茨城県からの要請により、複数の手法による汚染検査及び簡易除染の所要時間の比較分析を行い

（8 月）、避難退域時検査手順の作成の支援を行った。 

 国際人材育成に関しては、IAEA/ANSN の EPRTG をはじめ、ワークショップや国際緊急時対応訓

練に協力した。日米緊急事態管理ワーキンググループ（5月）にも参加し、航空機モニタリング技

術開発の現状及び福島第一原発事故後に実施した住民の放射線に関する電話相談の実績を原子力

災害時対応の実行性向上に係る知見として提供した。 

 9 月 3 日に強行された北朝鮮の地下実験時には、平成 28 年 9 月と同様に、原子力規制庁による

協力要請に基づき、世界版緊急時環境線量情報予測システム第 2 版（WSPEEDI-Ⅱ）による大気拡

散予測計算を 9 月 3 日から 11 日まで毎日実施した（写真 2-11）。 

研修や訓練等を通じた我が国の原子力防災体制基盤強化への支援に加え、各種マニュアル等の

改訂に対して技術的助言等を行った。 
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写真 2-11 北朝鮮核実験に関する大気拡散予測計算等の対応状況 
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〇平成 30 年度の支援・研修センター41) 

平成 30 年度から新たに開始する原子力規制委員会からの大型受託事業を始め、内閣府等からの

受託事業を円滑に実施するため、防災研究開発ディビジョン及び防災支援研修ディビジョンを新

設するとともに、既存の 4 課を以下の 6 グループに改組し、各ディビジョン下に置く、大幅な組

織強化を行った（図 2-3）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-3 安全研究・防災支援部門組織図 

 

航空機モニタリンググループは、以前より原子力総合防災訓練において航空機を活用する緊急

時モニタリングの実動を行ってきたが、平成 30 年度は初めて地方公共団体の訓練において緊急時

モニタリングの実動を行った。平成 30 年 10 月 22 日に実施された北海道原子力防災訓練におい

て、原子力発電所事故が発生した際、放射性物質が環境中に放出された場合における航空機モニ

タリングに備え、原子力規制庁及び防衛省と協力して、実動上の課題を抽出することを目的とし

て訓練を実施した。 

「航空機モニタリングをはじめとする環境放射線モニタリング技術に係る国際動向調査」の一

環として、今後の我が国の緊急時モニタリング体制の確立や関係各国との緊急時の円滑な情報共

有に資することを目的として、これまで深く意見交換を行うことのなかった諸外国の状況につい

て情報収集を行った。世界で幅広く産業目的に使われている無人飛行機の製造メーカーがあるラ
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保障措置分析化学研究
Gr 

企画調整室

原子力緊急時支援・研修ｾﾝﾀｰ 

部門長 

福井支所 

計画調整室

防災研究開
発ﾃﾞｨﾋﾞｼﾞｮﾝ

緊急時対応研究 Gr

航空機ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ Gr

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ技術開発 Gr

防災支援研
修ﾃﾞｨﾋﾞｼﾞｮﾝ

基礎研修 Gr 

専門研修 Gr 

原子力防災支援 Gr

規制・国際情報分析室

原子炉安全研究 
ﾃﾞｨﾋﾞｼﾞｮﾝ 

材料・構造安全 
研究ﾃﾞｨﾋﾞｼﾞｮﾝ 

ﾘｽｸ評価研究 
ﾃﾞｨﾋﾞｼﾞｮﾝ 

燃料ｻｲｸﾙ安全研
究ﾃﾞｨﾋﾞｼﾞｮﾝ 

環境安全研究 
ﾃﾞｨﾋﾞｼﾞｮﾝ 

安全研究ｾﾝﾀｰ 
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写真 2-11 北朝鮮核実験に関する大気拡散予測計算等の対応状況 
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〇平成 31 年度／令和元年度の支援・研修センター42) 

福島第一原発事故により生じた陸上部分の汚染状況の全体像を把握して影響評価や対策に資す

るため、平成 23 年 6 月から放射性物質の分布状況等に関する調査を開始し、平成 25 年度以後は、

原子力規制庁からの委託事業として同様の調査を実施してきたが（以下、これらを総称して「分

布状況調査」という。）、令和元年度は、原子力規制庁からの委託事業「福島県近沿岸海域等にお

ける放射性物質等の状況調査」（以下「海域調査」という。）及び「生活行動パターンを模擬した

連続的な空間線量率の測定及び詳細モニタリング結果のマップ化」（以下「生活行動パターン事

業」という。）についても調査を実施した。 

一連の分布状況調査は、福島第一原発から 80km 圏内を中心に陸上部分の空間線量率及び放射性

物質の土壌沈着量の分布状況を調査してきた。空間線量率の分布測定として令和元年度は、走行

サーベイ、サーベイメータによる平坦地上での測定（定点サーベイ）、歩行サーベイ及び無人ヘ

リコプターサーベイを実施し、放射性セシウムの土壌沈着量に関しては、可搬型ゲルマニウム半

導体検出器を用いた in-situ 測定による平面的な分布調査及びスクレーパープレート法で採取し

た土壌試料の分析による土壌中深度方向の分布調査をそれぞれ実施した。 

実測データの統合的解析では、福島第一原発から 80km 圏内全域及び福島県全域を対象として、

階層ベイズ統計手法を用いて、航空機モニタリング、走行サーベイ、歩行サーベイにより取得し

た空間線量率分布データを統合し、統合マップを作成した。図 2-4 に示すように、航空機モニタ

リング結果の地上換算時に過大評価となる偏りを補正しつつ地上測定での細かな空間線量率分布

を反映した統合マップを得ることができた。 

 

 

図2-4 統合マップ作成のイメージ42) 

 

海域調査では、福島県近沿岸海域等における放射性物質等の状況調査の一環として、中長期的

なモニタリング方針を決定する上で必要な情報の取得のため、福島第一原発前面海域における海

底土の放射性物質分布詳細調査を実施するとともに、国の総合モニタリング計画の見直しに資す

るため、これまでの海域モニタリングで取得されたデータを総括し、試料採取ポイントの重要度

を判断する手法を提案した。 

生活行動パターン事業では、個人線量や実効線量等被ばく線量評価に関する調査を実施し、放

射線防護に関わるデータセットを整備するとともに、避難区域を含むエリアにおける被ばく線量

を評価した。得られた成果は国に提供し、特定復興再生拠点の先行解除を判断する技術資料とし

て利用された。 
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まとめ 

 

令和2年度は、原子力災害時等に、災対法等で求められる指定公共機関としての役割である人的・

技術的支援を確実に果たすとともに、その活動拠点（茨城及び福井支所）の機能維持を図り、原

子力防災に関わる関係行政機関等のニーズや対策の強化への貢献を念頭に業務を遂行した。 

福島第一原発事故の教訓を踏まえた我が国独自の多様な研修プログラムを開発するとともに、

新型コロナウイルス感染症が拡大する中でも e-ラーニングプログラム等を展開し、その結果が消

防、警察等実務要員の育成だけではなく、原子力災害対策本部で意思決定を担う中核人材に求め

られる判断能力の育成に活用され、国と地方公共団体が進める原子力災害対応体制の強化に貢献

した。 

原子力発電所立地地方公共団体による地域防災計画の作成を後押しする内閣府のニーズを踏ま

えて、原子力緊急事態における屋内退避の被ばく低減効果、原子力災害時の避難退域時検査等を

行う要員の放射線防護措置の最適化、検査に伴う簡易除染の除染効率等に係る研究成果をタイム

リーに国等へ提供した。これらは、原子力防災に貢献する成果の蓄積に留まらず、原子力発電所

再稼働への準備として国と地方公共団体が推進している地域防災計画や避難計画の作成における

防護対策等の定量的な判断指標となるものである。 

原子力規制委員会のニーズに応えるため、福島第一原発事故後の空間線量率等の調査、事故対

応訓練用データの整備等 5 件のプロジェクトを推進し、国のモニタリング計画の実効性向上、福

島第一原発事故に係る避難区域解除の説明、緊急時モニタリング活動要員の育成、国連科学委員

会報告書等に活用される成果を創出した。 

今後も、緊急時対応の実効性向上に必要な人材の育成と体制強化を図るため、原子力防災に係

る人材育成、調査・研究等を進め、より実効的な緊急時対応体制の構築に取り組むとともに、拡

大する原子力規制委員会や内閣府のニーズを技術的に支援するための更なる体制強化を図る。 

また、令和 4 年 3 月 25 日に支援・研修センターが発足 20 年を迎えるにあたり、現役メンバー

で記録と記憶をたどり、20 年間のあゆみをとりまとめた。令和 4 年 4 月からは原子力機構は新た

な中長期計画に基づき業務を進めることとなる。支援・研修センターはこれまでの 20 年間の蓄積

を糧として進んでいきたい。 
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。

（第8版，2006年）

乗数 名称 名称記号 記号乗数




